
コロナウイルス感染症による国保税・介護保険料の減免　Q＆A

NO. 分類 Ｑ Ａ

1 申請 減免の申請はどのようにすればいいですか

窓口での感染拡大を防止するため、郵送による申請を奨励しています。
申請をご希望される方は、郡山市ホームページから申請書を印刷して郵送していただくか、印刷環境がな
い方へは申請書を郵送いたしますので、介護保険課までお問い合わせください。
ただし、必要書類に記載漏れや不備がある場合、申請書を返送させて頂く可能性がありますので、必要書
類でご不明な点がありましたら、事前にお問合せ下さい。
【連絡先】介護保険課保険料係　電話番号：024-924-3021
【送付先】〒963-8601　郡山市朝日一丁目２３番７号
　　　　　　　　　　　郡山市 介護保険課 保険料係 宛

2 申請 申請には何が必要ですか

【共通】
・減免申請書兼事業収入等見込額申告書
【新型コロナウイルス感染症にり患した場合】
・主たる生計維持者に係る医師による死亡診断書または医師の届出に基づく通知書または診断書等のうち
1つ
【収入減少した場合】
・令和３年に30％以上減少となる見込みの所得について、令和３年１月から申請月までの収入減収がわか
るもの（給与明細書、売上帳簿など）
・令和２年中の確定申告書や源泉徴収票等の所得を確認できるもの
・「廃業や失業」の場合のみ：廃業届、離職票または退職証明書等

3 申請
納付済の国保税、介護保険料も減免の対象になり
ますか

対象となる期間のものであれば申請可能です。過納分については後日還付の書類をお送り
いたします。

4 申請
国民健康保険税と介護保険料でそれぞれ申請が必
要ですか

１枚の申請書でまとめてご申請いただけます。
減免となる基準に異なる点がありますので、審査結果が異なる場合があります。

5 申請 いつまでに申請すればいいですか 令和４年３月３１日まで（令和３年度分の保険税が対象となるため）

6 申請
申請してから減免が決定するまでにどのくらいか
かりますか

減免申請後、翌月中旬以降に順次、決定内容（承認、却下）を通知いたします。
ただし、多くの方の申請が見込まれており、書類の不備がある場合などには、審査するまでに時間がかか
ることが予想されますのでご了承ください。

7 申請
減免が決定するまでは、納付しなくてもよいので
すか

決定するまでは、可能な限り納期限に合わせた納付をお願いします。

8 申請
減免申請をしたが、口座振替は止めてもらえるの
か

減免の申請をいただいている場合でも、納期限にあわせて口座振替は実施されます。
納付が困難であり、口座振替されることを希望されない場合は、お申し出の日にちにより対応が異なりま
すので、介護保険課（ＴＥＬ：024-924-3021）か取引金融機関にお問い合わせください。
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コロナウイルス感染症による国保税・介護保険料の減免　Q＆A

NO. 分類 Ｑ Ａ

9 申請
令和３年中の給与明細を一部なくしてしまった
が、手元にあるものだけで申請できますか

発行元に再発行を依頼していただくか、給与証明書（郡山市指定書式）への記載を依頼してください

10 申請 添付した書類は返してもらえるのか
返却いたしませんので、原則、コピー等の添付をお願いします。
（勤務先からの給与証明書については原本を添付願います）

11 申請 申請は代理人でも可能ですか
納税(納付)義務者と同一世帯の方であれば可能です。
減免申請内容に関して、電話等にて確認させていただくことも考えられることから、可能な限り収入が減
少した当事者または納税(納付)義務者の方がご申請ください。

12 申請
世帯員が書ききれないのですがどうしたらよいで
すか

世帯主及び主たる生計維持者を記載以降は、年長者を順にご記載いただき、７名を超える世帯員について
は記載を省略してかまいません。

13 申請 収入減少に至った事由は何を書けばいいですか

次の内容を含め、収入(売上）に及ぼす影響を具体的に記載いただきます。
・業種または勤務先名
・感染症の影響が出だした時期（〇月ごろ、緊急事態宣言以降など）
・具体的な影響（営業自粛、客足減少、取引先倒産など）
・(給与収入の方)それに伴う自身への影響（解雇、勤務日数減少など）

記載内容が不十分であったり、記載事由から関連性が確認できなかったりする場合には、
減免対象とならない場合がございます。

14 申請
収入減少に至った事由が書ききれない(記載欄が足
りない)

「別紙参照」と申請書の該当欄に記載の上、任意の書式を添付いただいても結構です。

15 減免要件 「主たる生計維持者」とは誰を指しますか

「主たる生計維持者」とは、原則、その世帯の「世帯主」を指します。ただし、世帯主以外の方を「主た
る生計維持者」として申請された場合には、その世帯の中で収入または所得が最も多いなど世帯状況から
総合的に「主たる生計維持者」であると判断できる場合に限り、世帯主以外の方を「主たる生計維持者」
として取扱い、減免承認となる場合があります（主たる生計維持者でない方の収入減少は本件減免の対象
とはなりません。）。

16 減免要件
　共働きしており、令和２年中の年収が同じくら
いなのですが、その際「主たる生計維持者」は２
名になりますか

主たる生計維持者は世帯に1名となります。
No.15を参考に主たる生計維持者をご判断ください。

17 減免要件 「重篤な傷病」とはどのような状態を指しますか
1ヵ月以上の治療を有すると認められるなど、新型コロナウイルス感染症の病状が著しく重い場合を指し
ます。なお、病状の確認のため、医師の診断書の添付が必要となります。
感染の疑いや無症状での自宅待機などの場合は、収入減での要件による申請となります。

18 減免要件 事業収入等とはどの収入のことですか
営業収入、農業収入、不動産収入、山林収入および給与収入です。
それ以外の収入（株や不動産の譲渡所得等）は減少した収入の対象ではありません。
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19 減免要件
新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少
とはどのような場合を指しますか

新型コロナウイルス感染症の影響とは、新型コロナウイルス感染症やその蔓延防止のための措置による影
響を指すものであり、直接的・間接的に、新型コロナウイルス感染症の影響が経済・社会全体に大きく生
じていること等を踏まえると、収入の減少に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響ではないことが
明らかな場合を除き、その理由によって却下するものではありません。

新型コロナウイルス感染症の影響ではないことが明らかな場合
・Ｒ２年中の事業縮小、廃業、離転職した方
・懲戒解雇された方
・定年退職された方
・新型コロナウィルスの影響に関係なく自己都合退職された方

20 減免要件
収入が「令和２年に比べて10分の３以上減少する
見込み」とありますが、令和３年中の収入の見込
みはどのように算出すればいいですか？

令和３年１月から申請する前月までの収入実績に、それ以降の月の収入見込み額を足し合わせて令和３年
中の収入見込み額とします。

21 減免要件

新型コロナウイルス感染症の影響により事業収入
が減少しましたが、保険会社から保険金を受け取
りました。
令和３年中の収入見込みはどのようになります
か？

保険金や損害賠償等により補てんされる金額がある場合は、収入に含めて見込み額を算出いただきます。
具体的には、収入保障型の保険等が考えられます。ただし、国や県などから支給される各種給付金は収入
に含めません。

22 減免要件

営業収入が令和２年中より３割以上減少する見込
みですが、令和２年中の事業収入に係る所得は0円
でした（又は損失が出ていました）。その場合申
請の要件に該当しますか

減免要件に該当しますが、計算上の減免額がないため、申請いただいた場合でも、減免にはなりません。

23 減免要件
令和３年１月に勤務先を退職し、個人事業主とし
て事業を開始しましたが、新型コロナウイルス感
染症の影響による減免の対象となりますか

収入減少は同じ収入項目で比較するため、減免対象とならないと考えられます。
事業収入については、事業開始前の令和２年の事業収入が0円であるため対象とならず、
給与収入については、新型コロナウイルス感染症の影響による離職ではないため対象となりません。

24 減免要件
不動産業をしており、ある物件のテナントが撤退
し、その物件単体では3/10以上の減少が見込まれ
ますが、減免の対象となりますか

不動産収入全体で見た場合に、3/10以上の減少が見込まれる場合には、減免の対象となります。
収入項目ごとでの3/10以上の減少が減免対象の要件であるため、複数物件を持ちの方は、単体での減収見
込みでは減免対象であるかの判断ができません。（営業収入でも同様の場合が考えられます）

25 減免要件
新型コロナウイルス感染症の影響で、会社都合に
より、仕事を退職し収入が減少しました。
この場合、減免申請は行えますか？

国保税については、会社都合による退職（非自発的失業者）の方は、非自発的失業者に対する軽減制度が
適用になり、今回の減免措置の対象となりません。しかし、会社退職による収入減小の他に、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により事業収入等の減少が見込まれる際は、減免の対象となる場合があります。
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26 減免額の算定
令和２年中の所得申告がまだできていません、こ
の場合は減免申請できますか

今回の減免要件である、前年の収入や所得には、確定申告された金額を用います、そのため、令和２年中
の所得の確定申告をまだされていない場合は、減免の要否を判定することができません、。
また、同一世帯内に18歳以上の未申告者（扶養控除の対象となっている方を除く）がいる場合も、その方
の申告をしていただいてからの対応となります、

27 減免額の算定
他の減免を受けている場合でも減免は受けられま
すか。

現在適用されている減免の内容により異なります。
原則、重複して減免を受けることができません。

28 減免額の算定
給与収入と不動産収入があり、両方の収入が3/10
以上減少した場合はどのように届出書に記入した
らよいですか。

減免申請書裏面の収入等申告書を2牧ご記載いただきます。
給与収入分、不動産収入分をそれぞれご記載ください。

29 減免額の算定
減免が該当した場合も年金からの天引き（特別徴
収）は継続されるのですか

減免に該当となった場合は、年金からの天引き（特別徴収）が中止され、来年度は普通徴収（納付書また
は口座振替）になります。なお、時期によっては中止の処理に時間がかかるため、年金から差引されてし
まうことがありますが、後日、還付されることになります。

30 減免額の算定
事業所得の減少が3/10以上あり「前年の合
計所得金額が300万円以下」の場合は全額
減免になりますか

世帯構成によっては全額減免になりません。
減免額は生計維持者の減少が見込まれる事業収入に係る前年の所得額と当該世帯に属する全ての加入者の
前年の合計所得額の割合で決まります。（国保税の場合）
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